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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱帯域（４）内でスプレー粉末（３）を加熱するためのプラズマ・トーチ（２）と、
前記スプレー粉末（３）を計量するための計量ユニット（５）とを含むプラズマ溶射装置
であり、
　前記計量ユニット（５）が、予め決められた圧力の搬送ガス（７）によってインジェク
ター・ユニット（６）内にスプレー粉末（３）を送給するために、搬送ガスライン（８）
を介して搬送ガス・ユニット（９）に接続されており、
　前記インジェクター・ユニット（６）が、入口（６１）と、粉末インジェクター（６２
）として設計された出口（６２）とを有し、もって、前記搬送ガス（７）により前記計量
ユニット（５）からインジェクター・ライン（１０）を経て前記入口（６１）を通じて前
記インジェクター・ユニット（６）に前記スプレー粉末（３）を供給可能であり、
　また、前記粉末インジェクター（６２）から出る前記搬送ガス（７）によって前記加熱
帯域（４）に前記スプレー粉末（３）を送ることができるように、前記インジェクター・
ユニット（６）が構成されている前記プラズマ溶射装置において、
　該プラズマ溶射装置の状態を監視するために、前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）を検出
する圧力センサ（１１）が配設されており、
　制御ユニット（１３）を含む監視ユニット（１２）が前記圧力センサ（１１）と信号に
より接続されており、前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）、および、プラズマ・ビームのプ
ラズマ・エンタルピーが、制御され、および、調整されることを特徴とするプラズマ溶射
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装置。
【請求項２】
　前記圧力センサ（１１）が前記搬送ガスライン（８）に配設されている請求項１に記載
されたプラズマ溶射装置。
【請求項３】
　前記圧力センサ（１１）が前記インジェクター・ライン（１０）に配設されている請求
項１または請求項２に記載されたプラズマ溶射装置。
【請求項４】
　前記圧力センサ（１１）が、機械式、光学式、磁気式、電気式いずれかの圧力センサ（
１１）である請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載されたプラズマ溶射装置。
【請求項５】
　前記監視ユニット（１２）が、前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）、および／または、前
記搬送ガス（７）の流量、および／または、スプレー粉末（３）の供給量、および／また
は、プラズマ・ビームのプラズマ・エンタルピー、および／または、その他の作動パラメ
ータ、および／または、プラズマ溶射装置のシステム構成部品の制御および／または調整
のための制御ユニット（１３）を含む請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載さ
れたプラズマ溶射装置。
【請求項６】
　スプレー粉末（３）が計量ユニット（５）によって計量され、
　入口（６１）と、粉末インジェクター（６２）として構成された出口（６２）とを有す
るインジェクター・ユニット（６）が配設され、
　予め決められた圧力（Ｐ）の前記搬送ガス（７）により前記計量ユニット（５）からイ
ンジェクター・ライン（１０）を経て前記入口（６１）を通じて前記インジェクター・ユ
ニット（６）に、前記スプレー粉末（３）が供給され、
　また、前記粉末インジェクター（６２）から出る前記搬送ガス（７）によって前記加熱
帯域（４）に前記スプレー粉末（３）が送られるようになっているプラズマ溶射装置の状
態を監視する方法において、
　前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）が、圧力センサ（１１）によって監視され、
　制御ユニット（１３）を含む監視ユニット（１２）が前記圧力センサ（１１）と信号に
より接続され、前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）、および、プラズマ・ビームのプラズマ
・エンタルピーが、制御され、および、調整されることを特徴とするプラズマ溶射装置の
状態を監視する方法。
【請求項７】
　制御ユニット（１３）を含む監視ユニット（１２）が圧力センサ（１１）と信号により
接続されており、
　前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）が前記圧力センサ（１１）によって検出され、
　前記搬送ガス（７）の圧力（Ｐ）、および／または、前記搬送ガス（７）の流量、およ
び／または、前記スプレー粉末（３）の供給量、および／または、プラズマ・ビームのプ
ラズマ・エンタルピー、および／または、異なる作動パラメータ、および／または、プラ
ズマ溶射装置の構成部品が、監視され、および／または、制御され、および／または、調
整される請求項６に記載されたプラズマ溶射装置の状態を監視する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、各カテゴリーにおける独立請求項の前提部分に記載されたプラズマ溶射装置
と、該装置の状態を監視する方法とに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば工作物表面をスプレー粉末（噴霧粉末）で被覆するためのプラズマ溶射装置は、
先行技術において周知であり、全く異なる技術分野で広く使用されている。公知のプラズ
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マ溶射装置は、プラズマ溶射ガンと、直流大電流源と、冷却集合装置と、粉末コンベアと
を含むことが多い。人と環境を保護するために、溶射作業は、真空フィルタと、塵埃フィ
ルタと、騒音防止装置とを備えた閉鎖空間内で行われることが多い。
【０００３】
　雰囲気プラズマ溶射では、アークが、水冷式アノードと、同じく水冷式のタングステン
・カソードとの間のプラズマ・トーチ内で発せられる。プロセス・ガス（通常は、アルゴ
ン、窒素、不活性ガスと窒素または水素との混合物のいずれか）がアーク内でプラズマ状
態に変えられ、最高温度２００００Ｋ（１９７２７℃）のプラズマ・ジェットが生じる。
ガスの熱膨張により、粒子速度は２００～３５０ｍ／秒に達する。粉末状溶射材料は、搬
送ガスによってアノード領域の軸線方向または半径方向内側または外側でプラズマ・ビー
ム内に入る。
【０００４】
　特に、プラズマ・トーチの近くに配置される構成部品には、時と共に極高温による悪影
響の生じることがあることは言うまでもない。一般に、攻撃性かつ研磨性の機械的性質を
有するスプレー粉末自体も、時間とともに、多くの異なる構成部品、例えば粉末インジェ
クター、供給管類、シール、弁、スプレー粉末の計量ユニットを摩耗させる。加えて、ス
プレー粉末の一貫して一様な品質が必ずしも保証されない。このため、例えば粉末装入材
料に過大粒子が往々にして含まれることになり、その結果、重要箇所に供給横断面の詰ま
りや狭窄が生じて、粉末供給が許容度以下に低下するか、完全に中断されることになる。
ここに単なる例として挙げる、プラズマ溶射装置の稼動時に生じ得る故障が発生すると、
通常、必ず溶射層は要求仕様を満たさなくなるため、当該工作物は、最悪の場合には廃棄
しなければならない。また、適時に発見されれば容易に除去できる比較的僅かな損傷また
は故障も、気づかれないまま時間がたつと、別のシステム構成部品を損傷させ、または、
使用できなくし、当然、その結果、往々にして保守、修理に著しい費用がかかることにな
る。こうしたことは、始めの小さな損傷または故障を適時に発見すれば、防止できるはず
である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　かくして、本発明の目的は、プラズマ溶射装置と、該装置の構成部品の故障または損傷
を早期に検出可能な方法とを提案することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　これらの課題を、装置および技術的方法の観点で満たす本発明の主題は、各カテゴリー
における独立請求項の記載内容によって特徴づけられる。
　各従属請求項は、本発明の特に好ましい実施形態に関するものである。
　本発明によるプラズマ溶射装置は、加熱帯域内でスプレー粉末を加熱するプラズマ・ト
ーチと、スプレー粉末を計量するための計量ユニットとを含む。この計量ユニットは、予
め決定される圧力の搬送ガスによって、インジェクター・ユニット内にスプレー粉末を送
給するために、搬送ガスラインを経て搬送ガス・ユニットに接続されている。インジェク
ター・ユニットは、入口と、粉末インジェクターとして構成された出口とを有しており、
インジェクター・ユニットは、入口を通して、計量ユニットからの供給を受けることがで
きる。この場合、インジェクター・ユニットは、粉末インジェクターから放出される搬送
ガスによりスプレー粉末を加熱帯域に送るように構成され、かつ、配置され、かつ、プラ
ズマ溶射装置の状態を監視するために、搬送ガス圧を検出する圧力センサが配設されてい
る。
【０００７】
　本発明によれば、搬送ガス圧を監視できるように、搬送ガス圧認識用として圧力センサ
が配設されている。プラズマ溶射装置が完全な状態であれば、搬送ガス圧は或る値を有し
ているか、または、プラズマ溶射装置の作動状態において、搬送ガス圧は、プラズマ溶射
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装置のトラブルのない状態を示す予め決定された圧力範囲内にある。
　プラズマ溶射装置のトラブルのない状態に対応する、搬送ガスの具体的な圧力または正
確な圧力範囲の値（例えば１０００ｈＰａ～２０００ｈＰａ、好ましくは約１３００ｈＰ
ａ）は、搬送ガス・ユニットによって予め決定可能な作業圧力に依存するとともに、使用
プラズマ溶射装置の種類、スプレー粉末、または、プラズマ溶射装置が作動可能な作動条
件にも依存する。
【０００８】
　作動時に、プラズマ溶射装置の状態、または、装置の構成部品の１つ（例えば、粉末イ
ンジェクター）の状態が悪化した場合には、そのことが搬送ガス圧に対する影響として示
される。例えば、インジェクター・ユニット（特に、粉末インジェクター）がスプレー粉
末によって、多少の差はあれ、著しい詰まりを生じることがあるが、その場合には、その
ことを、例えば、圧力センサによって検出可能な搬送ガス圧上昇によって知ることができ
る。こうしたことは、例えば、使用スプレー粉末が特定粒度を超える粒子を含む場合に生
じ得る。圧力上昇が圧力センサによって検出されると、直ちに相応の処置が取られるので
、プラズマ溶射装置で溶射される層の品質低下を阻止できる。
　圧力降下も、プラズマ溶射装置、例えばインジェクター・ユニットの状態の悪化を示す
ことがある。こうしたことは、例えば、スプレー粉末によりノズル口が時と共に拡大する
か損傷されるかして、プラズマ炎内へのスプレー粉末の最適送入が保証されなくなった場
合に生じ得る。インジェクター・ユニットも、時ととともに、極端に高温のプラズマ炎に
より、例えば変形等の損傷を受けたり、材料欠陥および／または製造時の失敗によって、
予想よりも早く摩耗することがある。
【０００９】
　損傷の性質に応じて、搬送ガスの圧力が、例えば、特徴的な態様で変動し、または、振
動することもあり、それによって溶射処理にマイナスの影響が生じる可能性がある。
　その構成では、言うまでもなく、その他の損傷および／またはプラズマ溶射装置の別の
構成部品の損傷も、圧力センサによる搬送ガス圧測定によって検出可能である。例えば、
搬送ガスの圧力は、計量ユニットによって時間単位で用意可能なスプレー粉末量に依存す
るので、搬送ガス圧の変化は、スプレー粉末の用意または送給の不規則性を示すことにな
る。また例えば、とりわけインジェクター・ユニット、計量ユニット、インジェクター・
ライン、搬送ガスライン（搬送ガス路）、その他プラズマ溶射装置の別の構成部品に設け
る摩耗シールによるシステムの漏れも、搬送ガス圧の測定によって、特に簡単に検出でき
るので、直ちに対応処置をとることができ、したがってそれ以上の損傷を防止できる。言
うまでもないが、システム構成部品に時とともに生じる摩耗、特に計量ユニット、搬送ガ
スライン、インジェクター・ライン、インジェクター・ユニット、その他プラズマ溶射装
置のシステム構成部品の亀裂その他の漏れ箇所も、本発明により、搬送ガス圧の測定によ
って確実に検出可能である。
【００１０】
　この構成の場合、特定の障害が、きわめて特徴的な搬送ガス圧変動を生じさせるので、
特定の場合には、搬送ガス圧変動の種類から障害の種類を識別することができる。その場
合、例えば、或る特定プラズマ溶射装置の場合、１ｍｍ２だけ粉末インジェクター出口横
断面が縮小すると、約１１０ｈＰａの搬送ガス圧変化として示される。このような圧力上
昇が検知されると、例えば、施行中の溶射作業が中断され、プラズマ溶射装置の対応する
損傷を補修できる。
　搬送ガス圧測定用の圧力センサは、この構成の場合、異なる箇所に配設できる。一好適
例では、圧力センサが搬送ガスラインに配設される。
　別の例では、これに対し、圧力センサがインジェクター・ラインに配設される。
【００１１】
　この構成の場合、本発明によるプラズマ溶射装置には２つ以上の圧力センサを設けるこ
ともできる。その場合、例えば、好ましくは、一方の圧力センサをインジェクター・ライ
ンに、他方の圧力センサを搬送ガスラインに設けることで、搬送ガス圧の２つの値を測定
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できる。また、複数の或る指定箇所に複数の圧力センサを設けてもよい。そうすることで
、圧力降下が、例えば搬送ガスラインおよび／またはインジェクター・ラインおよび／ま
たは計量ユニットを介して測定可能かつ観察可能になる。異なる複数箇所に複数圧力セン
サを設ければ、発生する損傷を、さらに容易かつ正確に突き止めることができる。加えて
、生じる損傷の性質、例えば管の漏れ、スプレー粉末計量時の計量ユニットにかかわる問
題、粉末インジェクターの詰まり、粉末インジェクター横断面の拡張、その他本発明によ
るプラズマ溶射装置の作業中に発生する可能性のある損傷を、より簡単に識別し、かつ突
き止めることができる。すなわち、複数の圧力センサを用いることにより、異なる種類の
損傷を簡単に区別できるとともに容易に特定できる。
【００１２】
　特に簡単な例では、搬送ガス圧を示す圧力表示器にのみ圧力センサが接続され、もって
、プラズマ溶射装置の作業員は、或る圧力を確認した時に適切な処置をとることができる
が、実際に重要な例では、搬送ガス圧監視用の圧力センサが、監視ユニットと信号接続さ
れる。監視ユニットは、例えば圧力センサによって測定された搬送ガス圧を評価して、例
えば一致する光信号、音波信号、または、その他の信号を、例えば出力ユニット（例えば
コンピュータ・モニタ）によって発生させることができ、したがって、作業員は適切な処
置をとることができる。また、この監視ユニットは、測定圧力データから損傷の性質を確
定し、その情報を出力ユニットを通じて発することもできる。
【００１３】
　この構成で、さらに別の例では、監視ユニットが、搬送ガス圧、および／または、搬送
ガス流量、および／または、スプレー粉末供給量、および／または、スプレー粉末の計量
、および／または、プラズマ・トーチ加熱出力、および／または、その他の作動パラメー
タ、および／または、プラズマ溶射装置のシステム構成部品の制御および／または調整を
行なうための制御ユニットを含む。搬送ガス圧のあらゆる変化が、システム構成部品の交
換または修理を直ちに要するわけではない。例えば、特定の作動パラメータ、例えば単位
時間ごとのスプレー粉末送給量、搬送ガスの圧力値、搬送ガスの流量、プラズマ・トーチ
の出力、その他の作動パラメータのいずれか、または、全てを適応させることにより、し
ばしば、実施中の溶射処理を最後まで行うことができる。前記その他の作動パラメータを
適応させる作業が、好ましくは、搬送ガス圧および／または搬送ガス圧の特定の変化に応
じて制御ユニットにより自動的に行われることで、施行中の溶射処理が、常時、自動式に
監視され、最適化できる。言うまでもなく、このような適応処置は、作業員が手動で行っ
てもよい。
【００１４】
　圧力センサ自体は、この構成の場合、好ましくは、それ自体公知の機械式、光学式、磁
気式または電気式の圧力センサであり、特に圧電式圧力センサである。
　本発明は、さらにプラズマ溶射装置の状態を監視する方法に関するものであり、この方
法では、スプレー粉末が計量ユニットによって計量され、入口と、粉末インジェクターと
して構成された出口とを有するインジェクター・ユニットが配設され、予め決められた圧
力の搬送ガスにより計量ユニットからインジェクター・ラインを経て前記入口を通じてイ
ンジェクター・ユニットに、スプレー粉末が供給され、また、粉末インジェクターから出
る搬送ガスによって加熱帯域にスプレー粉末が送られるようになっており、前記搬送ガス
の圧力が、圧力センサによって監視される。現実の使用で重要な、本発明方法の一例では
、制御ユニットを含む監視ユニットが圧力センサと信号により接続され、搬送ガス圧、お
よび／または、搬送ガス流量、および／または、スプレー粉末の供給量、および／または
、プラズマ・トーチの加熱出力、および／または、異なる作動パラメータ、および／また
は、プラズマ溶射装置のシステム構成部品が、監視され、および／または、制御され、お
よび／または、調整される。
【実施例】
【００１５】
　以下、模式図を用いて本発明の細目を説明する。
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　図１には、本発明によるプラズマ溶射装置が模式的に示されており、その全体が符号１
で示されている。
　本発明プラズマ溶射装置１は、加熱帯域４でスプレー粉末３を加熱するためのインジェ
クター（装入器）・ユニット６を有するプラズマ・トーチ２を公知態様で含む。インジェ
クター・ユニット６は、入口６１と粉末インジェクター６２として設計された出口６２と
を有し、これにより、スプレー粉末３が、予め決めた圧力の搬送ガス７によって、入口６
１に接続されたインジェクター・ライン１０を経由して粉末インジェクター６２から加熱
帯域４に送入できる。
【００１６】
　プラズマ溶射時にプラズマ溶射装置１の加熱帯域４にもたらされるスプレー粉末３の計
量用として計量ユニット５が配設されている。スプレー粉末３は、貯蔵容器１４から計量
ユニット５に供給され、もってスプレー粉末３が計量ユニット５によって計量できる。ス
プレー粉末３は、計量ユニット５からインジェクター・ライン１０へ供給でき、インジェ
クター・ライン（インジェクター路）１０は、計量ユニット５のみでなく、搬送ガスライ
ン８にも接続されている。搬送ガスライン８は、搬送ガス・ユニット９から搬送ガス７を
供給され、これによりスプレー粉末３が計量ユニット５からインジェクター・ユニット６
内へ搬送ガス７により送給可能になる。この場合、搬送ガス・ユニット９は、予め決めら
れる圧力Ｐの搬送ガス７を用意する。この特殊な場合には、搬送ガス７の別のパラメータ
（例えば、流量、温度、組成、および、搬送ガス７の別の作動関連パラメータ）も、搬送
ガス・ユニット９によって予め決定可能である。
【００１７】
　プラズマ・トーチ２は、少なくとも加熱帯域４の範囲内でアノードとして設計されてい
るので、プラズマはカソードと協働して発生させることができ、このため、加熱帯域４内
に送入されるスプレー粉末３はプラズマ溶射装置１の作動状態で加熱でき、表面層は、例
えば、溶融したスプレー粉末を用いてそれ自体公知の態様で工作物上に溶射できる。
　ここに示す例では、搬送ガス７の圧力Ｐを検出するために、搬送ガスライン８に圧力セ
ンサ１１が配設されており、該圧力センサは、好ましくは圧電式圧力センサ１１であるが
、必ずそもそうである必要はない。圧力センサ１１は、搬送ガス７の圧力監視のため、監
視ユニット１２と信号接続され。図示例では、監視ユニット１２は、搬送ガス７の圧力、
および／または、搬送ガス７の貫流量、および／または、スプレー粉末３の供給量、およ
び／または、プラズマ・トーチ２の加熱出力、および／または、その他の作動パラメータ
、および／または、プラズマ溶射装置１のシステム構成部品を制御および／または調整す
る制御ユニット１３を含む。
【００１８】
　図１に示す例では、制御ユニット１３が電気エネルギー源１５および搬送ガス・ユニッ
ト９と信号接続されている。これによって、圧力センサ１１で検出された圧力Ｐに応じて
、プラズマ・ビームのプラズマ・エンタルピーを、電気エネルギー源１５の制御および／
または調整により、またはプラズマ・ガスの制御および／または調整により、適応させ得
るのみでなく、例えば、搬送ガス７の圧力Ｐおよび／または貫流量をも適応させることが
できる。例えば、搬送ガス７の圧力Ｐの異常な値が圧力センサ１１によって検出されると
、プラズマ溶射装置１の作動状態に、例えば電子データ処理装置（特に、コンピュータ）
によって実現できる監視ユニット１２および制御ユニット１３によって、対応する影響が
与えられる。こうして、例えば溶射工程が自動的に中断され、さほど重大でない故障の場
合には、例えばプラズマ・ジェットのプラズマ・エンタルピー、搬送ガス７の圧力Ｐ等の
作動パラメータまたはその他の作動パラメータが、自動的に適合せしめられ、その結果、
施行中の溶射作業をそのまま終えることができ、溶射作業終了後に、必要な修理および保
守作業を行うことができる。
【００１９】
　言うまでもないが、本発明は、図１に示す種類のプラズマ溶射装置に限定されるもので
はない。むしろ、例えばプラズマ・トーチ２、インジェクター・ユニット６、その他全て
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装置の対応する複数例は、技術的にそれ自体公知であり、したがって、ここで詳説する必
要はない。言い換えると、本発明は、スプレー粉末を搬送ガスによりプラズマ・トーチの
加熱帯域に送給可能なプラズマ溶射装置の可能なあらゆる実施例を含むものである。
【００２０】
　かくして、本発明により得られたプラズマ溶射装置およびプラズマ溶射装置の状態を監
視する方法では、スプレー粉末を本発明によるプラズマ溶射装置のプラズマ・トーチのイ
ンジェクター・ユニット内へ送給する搬送ガスの圧力を測定することによって、プラズマ
溶射装置の状態を特に簡単に極めて効率的に監視することができる。この構成の場合、測
定圧力データからプラズマ溶射装置の構成部品の全く異なる故障または損傷を検出し、突
き止めることができるだけでなく、作動状態で、溶射工程の各種パラメータ、例えば搬送
ガス圧、プラズマ・ジェットのプラズマ・エンタルピー、その他全てのパラメータを制御
および／または調整することにより、作動パラメータが適合せしめられる結果、小さな不
良または損傷の発生時には、溶射工程を完了でき、溶射層の品質低下をきたすことがない
。システム構成部品に重大な不良または損傷が発生した場合には、自動的にスイッチが切
られるので、以後の損傷を防止でき、故障により被覆作業中の工作物が疵物になることは
ない。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】監視ユニットと制御ユニットとを有するプラズマ溶射装置。
【符号の説明】
【００２２】
　１　プラズマ溶射装置
　２　プラズマ・トーチ
　３　スプレー粉末
　４　加熱帯域
　５　計量ユニット
　６　インジェクター・ユニット
　７　搬送ガス
　８　搬送ガスライン
　９　搬送ガス・ユニット
　１０　インジェクター・ライン
　１１　圧力センサ
　１２　監視ユニット
　１３　制御ユニット
　１４　粉末貯蔵容器
　１５　電気エネルギー源
　６１　入口
　６２　プラズマ・インジェクター
　Ｐ　搬送ガス圧
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